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スペイン

パン、小麦粉、牛乳、チーズ、卵、

果物などの食品の付加価値税率

０％を継続を検討

ベトナム

付加価値税を１０％から８％に減税。

２０２４年末まで継続を検討

キプロス

牛乳、パン、卵、離乳食は5%から

0%に減税。洗剤、柔軟剤、トイレット

ペーパー、赤ちゃん用・大人用おむ

つ、掃除用品は 19% から 5% に

減税

※報道等資料を基に各界連作成


　物価高や円安の影響が日本経済の重い負担となっています。5月の全国企業倒産件数は前年比42.9％増の1,009件に上り、2013年7月以来11年ぶりに1,000件を超えています（東京商工リサーチ発表）。物価高対策は待ったなしです。
消費税の減税は世界109の国・地域で選択されています。スペインでは食料品にかかる付加価値税減税の継続を検討。ベトナムもインフレ対策として付加価値税減税を検討しています。
日本でも消費税減税によって、国民の負担軽減を図るべきです。
ロシアやイスラエルが無法な戦争をエスカレートさせ、世界では大軍拡とともに大増税への動きが強まっています。
ウクライナでは、軍事費を賄うために、日本の消費税にあたる付加価値税の増税が検討され、リトアニアやエストニアでも増税が実施、検討されています。パレスチナ・ガザ地区への攻撃を続けるイスラエルも大規模な軍事支出を賄うため、1％の付加価値税増を議決しました。
日本でも岸田自公政権によって大軍拡が進められています。
消費税の減税を求める世論と運動が増税を阻む力になってきました。平和を求める運動と一体に、消費税減税をご一緒に求めましょう。






物価高を乗り越える支援策を


消費税減税を今すぐ実施





企業倒産件数が急増


消費税減税で負担軽減を





大増税招く


戦争・軍拡をやめろ
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